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1　はじめに

わが国では，2000年に介護保険制度が施行されて以降，介護保険制度の導入による在宅サービ

ス利用の効果を評価する研究が様々な視点から行われてきた。在宅サービス利用が家族介護者のス

トレスを軽減する効果に関する研究もこうした研究の一つと位置づけられる。一般的に，政策評価

においては，対象者をランダムに二群に割付けた後，一方の群にのみ介入を行い，その後のアウト

カムを二群で比較することによって介入の有効性を評価するランダム化比較実験にもとづく研究を

最も強固なエビデンスとして推奨する動きもあるが，倫理的な問題等から現実にこうした手法を適

用できる事例は限られ，多くの場合，疑似実験的な方法等，これに代わる方法が工夫されてきた

（OECD2007=2009）。たとえば，サービス利用が介護者のストレス軽減に及ぼす効果を客観的に評

価する方法としては，地域でサービスの利用状況の異なるさまざまな介護者を対象に調査を行い，

サービスの利用状況によって介護者のメンタルヘルスがどのように異なるかを調べるような疑似実

験的な方法がしばしば用いられ，研究が蓄積されてきた（杉原�2004）。

ただしこれまでのところ，こうした研究の結果はさまざまであり，まだ確定的なことがいえる段

階にない（山田ほか�2006;�Kumamoto�et�al.�2006;�坪井・村木�2009;�筒井�2010;�上田ほか�2012）。ま

た，先行研究の多くが横断調査にもとづくものであるという課題もある。横断調査では，分析する

変数の間に時間的な順序を特定できないため，因果関係を明確にすることができない。特に，横断

調査データにおいてみられる在宅サービス利用と介護者のメンタルヘルスとの関連には，在宅サー

ビス利用が介護者のストレスを軽減するという関連（Pearlin�et�al.�1990）と，ストレスフルな（メ

ンタルヘルスが不調な）介護者ほど在宅サービスを利用する傾向があるという関連（Bass�and�

Noelker�1989;�Miller�and�McFall�1991）が混在する可能性があることから，前者の関連を検討する

には，何らかの方法で後者の関連を制御する必要がある。

サービス利用の効果をより正確に検討するには，サービスの利用状況の異なる多様な介護者を対

象とした縦断調査データによる分析が不可欠であるが，わが国においてこうした研究はまだ極めて

限られている（杉原�2004;�杉浦ほか�2010;�菊澤�2016）。希少な先行研究においては，在宅サービス

利用が介護者のストレスを顕著に軽減するという効果は必ずしも見いだされていないが，研究数が

限られるほか，変数の測定方法や分析方法等，研究手法の違いによって異なる結果が得られる可能
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性もあることから，さらなる研究蓄積が求められている。こうした先行研究の状況に鑑み，本研究

では，在宅サービス利用が介護者のメンタルヘルスに及ぼす影響について，二時点の縦断調査デー

タにもとづく検討を行う。具体的には，在宅サービス利用と介護者のメンタルヘルスという二つの

要因が相互に影響を及ぼしている可能性をモデルに取り込んだうえで，構造方程式モデリング

（Structural�Equation�Modeling;�SEM）による解析を行う。

2　研究方法

2.1　データ

本研究では，公益財団法人家計経済研究所が2011年と2012年に実施した「在宅介護のお金とく

らしについての調査」データを用いる（田中�2013）。初回調査は，2011年６月現在ネットモニター

登録をしており，親又は義親を同居で介護している40～64歳男女のうち調査への協力に応諾した

645人を対象として行われ，このうち506人から回答を得ている（回答完了率78.4%）。１年後の追

加調査は，このうち2012年７月現在ネットモニターとして登録しており調査への協力に応諾した

460人に対して行われ，406人から回答が得られている（回答完了率88.3%）。本研究の分析対象は，

この両時点の調査回答者のうち，両時点において同じ要介護の親（又は義理の親）を主介護者とし

て介護している者（医療・福祉の専門家を除き最も長時間介護を行っている者）で，分析に用いた

変数に欠損値がみられなかった209人である。本調査データは，インターネット調査という方法を

用いることにより，容易にはアクセスすることの難しい全国に分布する家族介護者について情報収

集を行った貴重なデータである。ただし，この方法を用いることにより，調査回答者が全体として

は大都市圏在住の高学歴層に偏っており（田中�2013），結果の解釈においては留意が必要である。

2.2　変数

家族介護者のメンタルヘルスの指標には，抑うつ症状（K6�の日本語版;�Furukawa�et�al.�2008）

と介護負担感（Zarit�介護負担尺度・日本語版の短縮版�J_ZBI8;�荒井ほか�2003�熊本ほか�2003）を

用いた1）。K6（日本語版）は「神経過敏に感じた」「絶望的だと感じた」「そわそわ，落ち着かなく

感じた」「気分が沈み，何が起きても気が晴れないように感じた」「何をするのも骨折りだと感じ

た」「自分は価値のない人間だと感じた」という６項目から成る。それぞれの項目について，過去

30日間の経験頻度について，「全くない」，「少しだけ」，「ときどき」，「たいてい」，「いつも」の５

件法の回答選択肢を設定し，それぞれ０点から４点を配して得点化し，その合計得点を用いた。

K6�の妥当性については先行研究で確認されており（Furukawa�et�al.�2008），また本稿における６

項目の信頼性係数（α）は2011年調査（T1），2012年調査（T2）ともに0.92であった。

J_ZBI8�は，「要介護者の行動に対し，困っていると思うことがある」「要介護者のそばにいると

腹が立つことがある」「介護があるので家族や友人と付き合いづらいことがある」「要介護者のそば

にいると，気が休まらないことがある」「介護があるので，自分の社会参加の機会が減ったと思
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う」「要介護者がいるので，友達を自宅によべないことがある」「介護をだれかに任せてしまいたい

と思うことがある」「要介護者に対し，どうしていいかわからないことがある」という８項目から

構成される。各項目について，「思わない」「たまに思う」「ときどき思う」「よく思う」「いつも思

う」の５件法の回答選択肢を設け，それぞれ０点から４点を配して得点化し，その合計得点を用い

た。J_ZBI8�の信頼性・妥当性は先行研究で確認されており（荒井ほか�2003;�熊本ほか�2003），本

稿においても８項目の信頼性係数（α）は0.91（T1），0.92（T2）であった。なお，抑うつ症状も

介護負担感も，得点が高いほどメンタルヘルスの状態が悪いことを示す。

在宅サービスの利用（T1,�T2）については，在宅サービス利用の総量を示す指標として，過去

１ヶ月の在宅サービス関連支出の総額（千円）を用いた2）。在宅サービス関連支出には，介護保険

によるサービス（訪問介護，通所介護，短期入所生活介護，小規模多機能型居宅介護等）の保険対

象分及び全額負担分のほか，自治体が行っているその他のサービス（配食サービス，外出支援サー

ビス，寝具類等洗濯乾燥消毒サービス，おむつの支給等）の利用金額が含まれる。調査では，正確

な金額を把握するため，対象者に「居宅サービス等利用料領収書等」を参考にして回答するよう求

めている。ただし，T1�では各サービスの利用金額，T2�ではその合計金額について回答を求めてい

るため，前者の合計額は後者に対応するものの，結果の解釈にあたっては，質問の仕方の違いによ

る影響にも留意する必要がある。

社会的属性については，介護者の年齢（実数），性別（女性=１，男性=０点），前年の世帯収入

（百万円），インフォーマル・サポート（親族，友人，近所の人からの介護サポート）の有無（有り

＝１，無し＝０），被介護者の身体的障害，精神的障害（認知症）を用いた。身体的障害は，ADL/

IADL�の評価指標（冷水�1996;�Liang�and�Maeda�1997）を参考に，移動，食事，着替え，入浴，排

泄，買い物，電話，外出，軽い家事，金銭管理といった10項目の日常的動作について，「ぜんぜん

難しくない」，「すこし難しい」，「かなり難しい」，「非常に難しい」，「まったくできない」の５件法

の回答選択肢を設け，それぞれ０点から４点を配して得点化し，その合計得点を用いた。10項目

の信頼性係数（α）は0.91であった。精神的障害は，認知症の評価指標（本間�1996）を参考に，

「自分の年齢が分からないことが多い」等の16項目について，該当がある場合１点，ない場合０点

を配して得点化し，その合計得点を用いた。16項目の信頼性係数（α）は0.88であった。

2.3　概念モデル

図１は，２時点における在宅サービスの利用と介護者のメンタルヘルスの相互の関連を示したモ

デルである。図中のβ1 とβ2 はサービス利用と介護者のメンタルヘルスそれぞれの，２時点におけ

る同一変数間の関連（各変数の安定性）を示している。β3，β5，β6 は，サービス利用がメンタル

ヘルスに及ぼす効果を示しており，β4 は介護者のメンタルヘルスがサービス利用に及ぼす効果を

示している。２時点における同一変数間には一定の安定性（正の関連）がみられると予想される。

また，社会的支援にはストレス緩衝効果があると考えられることから（Pearlin�et�al.�1990），在宅

サービス利用から介護者の抑うつ症状や介護負担感へのlagged�effect（遅延効果;� β3）または
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instantaneous�effect（同時効果;�β5，β6）は負の値を示すと予想される。既存の理論は，緩衝効果

がどのくらいのタイムラグで得られるのか，ということを明確に示しておらず，短期的・長期的双

方の効果がみられる可能性があるため，本研究では双方の効果を検討する。介護者のメンタルヘル

スがサービス利用に及ぼす逆の因果関係については，ストレスフルな介護者ほどより多くのサービ

スを利用するとする議論があり（Bass�and�Noelker�1989;�Miller�and�MacFall�1991），抑うつ症状や

介護負担感はサービス利用に対して正の効果を示すことが予想される。ただし，ストレスフルな状

態にある介護者がサービス利用を増やす判断をし，実際に利用を増やすまでには一定の時間が必要

と考えられるほか，今回の調査では，項目の測定上，介護サービス利用（調査の前月に関するデー

タ）は介護負担感（調査時点に関するデータ）より時間的に先行していることから，遅延効果

（β4）のみをモデルに含めた。

2.4　分析方法

IBM�SPSS�AMOS�version�23�ソフト（2014）を用いて，SEM�による解析を実施した。分析にあ

たっては，AMOS� における�full� information�maximum�likelihood�missing�value�routine（Arbuckle�

1996）を用いて，各ケースについて使用可能なデータを全て使用してモデルを推定した。モデル

の適合度の評価にはカイ二乗値のほか，Comparative�Fit�Index�（CFI）と�Root�Mean�Square�Error�

of�Approximation（RMSEA）を用いた。SEM�におけるカイ二乗検定では，一般に�p�の値が0.05よ

り大きい場合，モデルは適合的と考えられる。また，CFI�は0.95を超える値をとる場合，RMSEA�

は0.06に近いかそれより小さい値をとる場合，モデルは適合的と考えられる（Hu�and�Bentler�
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図１　介護サービスの利用と介護者のメンタルヘルスの相互効果の分析モデル（フルモデル）
注）６つの外生変数（身体的障害，精神的障害，年齢，介護者の性別，世帯収入，インフォーマル・サポートの有
無）の，サービス利用（T1・T2）とメンタルヘルス（T1・T2）への直接効果を示す24のパスは図から省略している。
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1999）。分析にあたっては，まず社会的属性変数間の相関やこれらの変数のサービス利用やメンタ

ルヘルスへの直接効果（24のパス）を全て含むフルモデルを推定した後に，統計的に有意でなか

ったパスや相関を除いて最終モデルとした。

3　結果

表１は，本研究で用いた変数の記述統計を示している。介護者の抑うつ症状の平均値は�T1�で

6.1，T2�で6.8と，追跡調査時点で若干大きい値を示している。介護負担感は両時点ともに13.8で

あった。在宅サービスの利用金額の平均値（月額）は�T1�では20,800円，T2�では33,900円となっ

ており，増加する傾向がみられる。サービス利用の推移に関する結果は先行研究の知見と整合的で

ある（Sugihara�et�al.�2004;�杉浦ほか�2010）。身体的障害についての平均値は22.7，精神的障害に

ついての平均値は4.5で，介護者である回答者の年齢は平均53歳，性別では約７割を女性が占める。

平均世帯収入は690万円で，回答者の65.6%が何らかのインフォーマル・サポートを保有している。

表１　分析で使用した変数の記述統計

変数 詳細 N 平均値
or�％

標準
偏差

抑うつ症状（T1） T1�における回答者の�K6�スコアa 209 6.1 5.5
抑うつ症状（T2） T2�における回答者の�K6�スコアa 209 6.8 5.6
介護負担感（T1） T1�における回答者の�J-ZBI_8�スコアb 209 13.8 7.8
介護負担感（T2） T2�における回答者の�J-ZBI_8�スコアb 209 13.8 8.0
サービス利用（T1） T1�における前月の在宅サービス利用金額の合計（千円） 169 20.8 25.4
サービス利用（T2） T2�における前月の在宅サービス利用金額の合計（千円） 186 33.9 28.3

〈社会的属性変数〉
身体的障害 回答者の親の�ADL，IADLc 207 22.7 9.3

精神的障害（認知症）
回答者の親の「認知症高齢者のスクリーニングおよび重
症度評価のためのチェックリスト」dにおける該当項目数

209 4.5 4.1

年齢 回答者の年齢（歳） 209 53.0 5.8
性別 回答者の性別（1＝女性，0＝男性） 209 69.9％
世帯収入 前年の世帯収入（百万円） 183 6.9 4.5

インフォーマル・サポート
利用可能な親族，友人，近所の人からの介護サポートの
有無（1＝有り，0＝無し）

209 65.6％

注）T1＝2011年調査;�T2＝2012年調査。社会的属性変数は全て�T1。
a�日本語版�Kessler�Psychological�Distress�Scale�（Furukawa�et�at.�2008）。スコアが高いほど抑うつ症状が重いことを示す。
b�日本語版�Zarit�介護負担尺度の短縮版（荒井ほか�2003）。スコアが高いほど介護負担感が大きいことを示す。
c�日常生活動作能力（Activities�of�Daily�Living）と手段的日常生活能力（Instrumental�Activities�of�Daily�Living）（冷水�1996;�
Liang�and�Maeda�1987）
d�計16項目（本間�1996）
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図２は，図１に示したモデルに基づき，在宅サービスの利用と介護者の抑うつ症状との関連を分

析 し た 結 果 で あ る。 モ デ ル 全 体 の 適 合 度 の 指 標 は， χ2=35.108,�df=33,�p=.368;�CFI=.989;�

RMSEA=.018�であった。結果は，本研究の分析モデルが全体的に妥当であることを示している。

個別の関連については，まず，初回調査時点における在宅サービス利用と抑うつ症状は追跡調査時

点の同一変数と予想通り有意に関連していた（β1=.25,�p<.01;�β2=.65,�p<.001）3）。サービス利用

（T1）が抑うつ症状（T2）に及ぼす効果は負の値（β3=-.10），抑うつ症状（T1）がサービス利用

（T2）に及ぼす効果は正の値と（β4=.04），標準回帰係数の方向性は予想通りであったものの，い

ずれの効果も統計的に有意ではなかった。サービス利用が同時点の抑うつ症状に及ぼす効果につい

ても統計的に有意な結果は得られなかった。

図３は，在宅サービスの利用と介護負担感との関連を分析した結果である。図２と同様に，モデ

ル全体の適合度の指標は，分析モデルが全体的に妥当であることを示している（χ2=35.576,�

df=31,�p=.262;�CFI=.983;�RMSEA=.027）。また，初回調査時点における在宅サービス利用と介

護負担感は追跡調査時点の同一変数と有意に関連していた（β1=.24,�p<.01;�β2=.73,�p<.001）。

そして，サービス利用（T1）が介護負担感（T2）に及ぼす効果は負の値（β3=-.03），介護負担感

（T1）がサービス利用（T2）に及ぼす効果は正の値と（β4=.06），標準回帰係数の方向性は予想通

りであったものの，いずれの効果も統計的に有意ではなかった。サービス利用が同時点の介護負担

感に及ぼす効果についても統計的に有意な結果は得られなかった4）。

図２　介護サービスの利用と介護者の抑うつ症状の相互効果（標準偏回帰係数）
注）図には示されていないが，分析には表１の社会的属性変数も含まれる。
＊＊＊p<.001;�＊＊p<.01;�＊p<.05;�χ2（33）=35.108,�p=.368;�CFI=.989;�RNSEA=.018

サービス利用
（T1）

抑うつ症状
（T1）

サービス利用
（T2）

抑うつ症状
（T2）

.25＊＊

.02

-.10

.04

.65＊＊＊

-.00



97

在宅サービスの利用と家族介護者のメンタルヘルス

4　考察

本研究では，縦断調査データを用いて，在宅サービス利用と介護者のメンタルヘルスの相互の関

連を，SEM�によって分析した。その結果，在宅サービス利用が介護者の抑うつ症状や介護負担感

を軽減する効果については，観察された係数の方向は予想通りの結果であったものの，統計的に有

意な結果は得られなかった。同様に，介護者の抑うつ症状や介護負担感が在宅サービス利用を高め

るという効果についても，係数の方向性としては予想通りの結果が得られたが，統計的に有意な結

果は得られなかった。結果は，いくつかの先行研究が示す通り（杉原�2004;�菊澤�2016），在宅サー

ビス利用が抑うつ症状や介護負担感を軽減するという効果は，現時点では限られている可能性を示

唆している。

この背景にはいくつかの要因が考えられるが，一つの要因としては，介護者のサービスニーズに

対応するだけのサービスが，現在，必ずしも全ての地域で十分に提供されていない可能性が考えら

れる。本研究において，逆の因果関係として予想した介護者の抑うつ症状や介護負担感が在宅サー

ビス利用を増加させるという効果が明確に見いだせなかったことは，介護者のサービスニーズがサ

ービス利用につながっていない可能性を示唆しており，この解釈と整合的である。先行研究におい

ても，たとえばショートステイサービスについては，地域によって必要なときに必要な量のサービ

スを利用できる供給体制が整っていない可能性が指摘されている（Arai�et�al.�2004;�菊澤�2016）。

訪問介護サービスについても，自治体の運用において，同居の家族がいると利用できない場合があ

ること等が報告されている（小竹�2014）。

サービス利用による介護者のストレス軽減効果が限定的である他の要因としては，現在提供され

ているサービスの種類や内容が，介護者のストレスの軽減という点でまだ不十分である可能性も考

えられる。複数の�OECD�加盟国において，要介護高齢者へのサービスに加え，家族介護者への直

接的サービス（ニーズ・アセスメント，レスパイトケア5），カウンセリング等）を導入する傾向が

みられるが（OECD�2005;�三富�2008;�木下�2013;�藤岡�2013），わが国では家族介護者の直接的支援

に関する議論は低調である。家族介護支援事業を任意に実施している自治体はあるものの，その多

図３　介護サービスの利用と介護者の介護負担感の相互効果（標準偏回帰係数）
注）図には示されていないが，分析には表１の社会的属性変数も含まれる。
＊＊＊p<.001;�＊＊p<.01;�＊p<.05;�χ2（31）=35.576,�p=.262;�CFI=.983;�RNSEA=.027
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くは介護用品や家族介護慰労金の支給等に限られる（菊池�2012）。未だ高齢者介護の多くを家族介

護者が担う中，家族介護者の５割以上が抑うつ状態にあるというわが国の現状は（谷向ほか�2013），

多くの高齢者・家族介護者にとって在宅生活の継続が危うい状況にあることを示唆している。こう

した現状の打開に向けて，量と質の両面からサービスを充実していくことが必要と考えられる。

なお，本研究には，限界や課題も残されている。第一に，本研究の分析対象は，インターネット

調査を用いたことにより，大都市圏の高学歴層に偏っている。結果の一般化を図るためには，より

代表的なサンプルを対象とした再検証が必要と考えられる。第二に，本研究ではデータ上の制約に

より，分析に使用できるサービス利用やメンタルヘルスの項目が限られた。本稿で得られた結果は

使用した測定尺度に依存する側面もあると考えられるため，今後はより多様な項目を含むデータを

用いて検証を行う必要がある。第三に，本研究で用いた縦断調査データは，約一年という期間をは

さむ二時点のものである。介護サービス利用の効果がどの程度のタイムラグで生じるのかが理論的

に不明瞭である中，異なる期間，より多くの時点での調査データを用いて検討を行うことも，今後

の課題である。

［謝辞］　本研究は，JSPS�科研費（26380781）の助成を受けた。分析にあたっては，公益財団法人家計経

済研究所から「在宅介護のお金とくらしについての調査」データの提供を受けた。記して御礼申し上げます。

［注］

１）介護負担感と抑うつ症状の間には0.5以上の高い相関があること（中西�2013），介護負担感はうつ病の

リスクのある者を特定する指標となり得ることが報告されている（Arai�and�Zarit�2014）。介護負担感は，

介護者の抑うつ症状を規定する要因の一つととらえることもできるが，本稿では，介護者のメンタルヘ

ルスを広義にとらえ，その一指標と位置づけた。なお，念のため別途，介護負担感と抑うつ症状をとも

に含み前者から後者へのパスを設定したモデルについても分析を行ったが，在宅サービス利用と介護者

のメンタルヘルスとの関連については，本稿の結果と同様，統計的に有意な結果は得られなかった。

２）予備的分析（T1）において，在宅サービス利用関連支出総額が多いほど，利用するサービスの種類が

多く，各主要サービス（通所系サービス，短期入所サービス等）の利用回数も多い傾向が確認されてい

る。�

３）サービス利用T1-T2間の関連がさほど大きくないことは，この変数に関する質問の仕方が二時点間で若

干異なっていたことを反映している可能性がある。�

４）在宅サービス利用関連支出が多くなることで，経済ストレスが上昇し，これが在宅サービス利用の効果

を弱めている可能性も考えられたため，本研究では，この点について追加分析（T1）を行った。しかし，

分析の結果，在宅サービス利用関連支出と経済ストレスの間には有意な関連がみられなかったことから，

この可能性は低いと考察される。�

５）たとえば，スウェーデンでは家族介護者のレスパイトを目的としたホームヘルプ・サービス（ホームレ

スパイト・サービス）が広く提供されている（藤岡�2013）。
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